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地方独立行政法人大阪産業技術研究所 地方独立行政法人法第29条に基づく令和６事業年度の評価結果の反映状況 

 

区 分 評価項目 
令和６事業年度の評価結果 

（意見・指摘・課題等） 

令和７事業年度への反映状況 

｛反映事項：①中期計画、②年度計画、③業務運営の改善｝ 

令和６事業年度

業務実績 

住民に対して提

供するサービス

その他の業務の

質の向上に関す

る目標を達成す

るため取るべき

措置 

○小項目№４ 

企業支援研究の実施件数については、件数が減少

している要因について算定方法等も含めて分析し、

必要な措置について検討を進められたい。 ③ 

令和６事業年度は、契約を伴う共同研究等の企業支援研究の件数が減少する一方で、企業支援

研究実施件数の算定に含まれない、オーダーメード試験等の契約を要しない他の支援メニューの

利用が増加したことがその一因と想定される。 

令和７事業年度は、研究の有効性を事前検証するプレ研究制度を活用してその後の企業支援研

究につなげるなど取り組んだ結果、実施件数は前年度実績から向上した。あわせて、令和９事業

年度からの第３期における業務実績把握の在り方について、外部有識者による経営諮問会議にお

いて意見を伺った。 

（参考）大阪府知事の評価結果：http://www.pref.osaka.lg.jp/mono/hyoukakekka/index.html 

参考資料８ 

http://www.pref.osaka.lg.jp/mono/hyoukakekka/index.html

